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1１．本論文の目的と主旨
本論文の目的は以下の 4 点である。第一はビジネス立地ロシアの本質を解明
することである。第二は進化をキイワードに，新興市場ロシアと国際ビジネス
を分析し，そのダイナミズムを明らかにすることである。第三は国際ビジネス
の新たなフレームワークを探索し，提案することである。第四はビジネス立地
ロシアの本質を押さえ，新しい国際ビジネスのフレームワークに基づいて，事
例研究を行うことである。
これら目的のために，仮説１「ロシアはビジネス立地としての条件を満たす
ようになった」と仮説２「国際ビジネスはビジネス立地と企業活動の共進化の
過程で進化する」とそれぞれ 3 つと 4 つのサブ仮説を設定し，検討する。
第一部は「ロシアのビジネス環境」をテーマにビジネス立地としてのロシア
を多面的に理解し，新興市場としての光の当たる面と陰となる要因を明確にす
る。体制転換後，約 20 年を経て，ロシアのビジネス制度は遅々としながらも，
着実に前進し，ようやくビジネス立地として認知されるようになった。第二部
は「国際ビジネス理論の再検討」をテーマに新たな国際ビジネスのフレームワ
ークを提案する。FL フレームワーク（Firm と Location の頭文字を用い，筆
者が提案）は，競争優位の要因となる企業関連変数および立地資産とビジネス
制度によって構成される立地関連変数が，相互に影響をおよぼしあい，共進化
するというものである。第三部はロシアの立地資産にアクセスし，多国籍化し
たり，自社の経営資源の厚みを増そうとしたりするロシア企業と外国企業の興
味深い事例を取り上げ検討する。さらに，ロシアのビジネス制度に起因するハ
ードルに外国企業がどのように対処してきたのか，特徴的な事例を検討する。
本論文の考察を踏まえた結論は，第一にビジネス立地の重要性であり，国際
ビジネス研究における立地論の更なる検討の必要性である。第二は新興市場に
おけるビジネス活動のカギ概念の 1 つはビジネス制度であり，それはかなりの
速さで進化する。第三は新興市場が世界経済の周辺から中心の 1 つとなり，国
際ビジネス研究にパラダイムシフトを迫るとともに，国際ビジネスは新たな時
代を迎えている。
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8３．本論文の概要
本論文の執筆に当たっての問題意識と動機は次のとおりである。第一は市場
経済化をマクロ経済の視点ではなく，企業経営との関連から包括的に考察する
研究が乏しく，その空白を埋めたいと考えた。なかでも，社会主義の完成度の
高かったロシアに注目し，ビジネス立地ロシアと企業活動に焦点を当てる。経
済学の分野でも，所有比率の推移やガバナンスに関する経済学的ミクロ研究は
進んでいる。市場経済化の流れのなかで，中小企業を含む国内企業に関する研
究も行われている。しかし，国際ビジネス研究の分野から，ロシアというビジ
ネス立地を真正面から捉えた研究は見当たらない。市場経済化に伴う社会の変
化のなかで，外国企業はどのようにロシアに相対してきたのか，ロシア企業は
どうやって国際化に踏み出しつつあるのか，事例研究を中心に検討する。
第二はロシア社会の変化の激しさ，そこで経営活動を展開する企業の粘り強
さ，経営のダイナミズムを描写し，分析したいと考えた。各種研究報告，統計，
報道からも激動のロシアは十分に伝わってくる。しかし，この 10 数年間，平
均すれば，年 2 回程度，ロシアの各地を歩いて感じる変化は筆舌に尽くしがた
いものがある。体制転換によって精神的安定を失った元エリート科学者，新し
い時代に自身の能力を発揮する機会を得た経営者など，心揺さぶられる出会い
も多い。また，フロンティア市場でのビジネス展開は，あたかも創業期の起業
の精神，新たなビジネスの立ち上げ，ビジネスモデル作りを彷彿とさせるもの
があり，観察者にとっては特に興味深い。それゆえ入退場も激しいのであるが，
ビジネスは無数の小さな失敗のうえに大きな成功があると考える。ロシア社会
と企業経営の大きな変化とダイナミズムを現場に密着した実証研究を通じて，
解析する意味は大きい。
第三はロシアを新興市場の一方の代表と捉え，新興市場登場のインパクトの
大きさを改めて浮き彫りにしたいというものである。新興市場の特徴は，成長
性は高いが，市場が未発達でビジネス制度も未成熟なため，大きなリスクを伴
う。つまり，未発見の資産にアクセスし，それをうまく活用できれば競争優位
につながる一方で，先進国市場では思いもよらない要因によって撤退を余儀な
9くされるなどのリスクを覚悟しなければならない。しかし，総じて新興市場に
おけるビジネスは先進国に比べても利益率が高いし，何よりも市場の成長性に
注目が集まっている。BRICs などの新興大国に加え，中進国，発展途上国の世
界経済のアリーナへの登場が世界の枠組みを大きく変えている。多国籍企業の
経営者にとって，新興市場は無視し得ないどころか，ビジネス立地の中心の 1
つになっている。国際ビジネス研究にとっても同様である。その背景は単に規
模の問題ではなく，これまでのパラダイムに変化を促すような質的な影響によ
るものである。ロシアにおける国際ビジネスの進展を踏まえ，新興市場ビジネ
ス論の構築の足がかりにしたい。なお，本論文での新興「市場」は，単なる販
売市場ではなく，要素市場，生産立地，研究開発立地など，ビジネス活動を行
う立地という意味で用いる。これら 3 点が本論文執筆の出発点であり，筆者の
立ち位置である。
次に本論文の目的を 4 点挙げる。第一の目的はビジネス立地ロシアの本質を
解明することである。21 世紀最初の 10 年のロシア経済の成長，外国企業のロ
シア市場参入とロシア企業の国際化は特記すべき事象であるが，ロシアを新興
市場の 1 つと捉えるだけでは不十分である。ロシアのビジネス立地としての魅
力は何か，企業はロシア市場とどのように向き合っているのかを冷静に分析す
る必要がある。また，新興大国に共通する，ビジネス遂行上，障害となる制度
要因は何か，それらの背景は何か，企業はどのようなコストを覚悟しなければ
ならないのか，対処法は何かをロシアのコンテクストで理解しなければならな
い。そのためには，社会主義の負の遺産についても十分に理解する必要がある。
そのうえで，体制転換後約 20 年を経て，ビジネス立地ロシアの進化がどこま
で進んだのか，その到達点を見極めなければならない。
第二の目的は進化をキイワードに，新興市場ロシアと国際ビジネスを分析し，
そのダイナミズムを明らかにするというものである。進化とは個体が複製時に
変異し，特性が変わった個体が保持されたり，個体によって構成される集団が
ある特性を持った個体の増減によって，集団特性に変化が生じたりすることで
ある。社会科学においては，生物学のように偶発性に支配されるだけでなく，
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競争と選択を通して進化する点に特徴がある。また，個体や集団が相互に影響
をおよぼし合いながら進化することを共進化といい，個体と集団の間に相互規
定関係が存在することをミクロ・マクロループという。環境変化を受けた個体
が進化することで（ミクロレベル），進化し保持された個体によって構成される
集団自体も進化する（マクロレベル）。同様に，集団の進化が個体の進化に影響
をおよぼす。ビジネス立地と企業活動の進化をテーマとする本研究では，両者
間でミクロ・マクロループが機能すると考えられるため，進化と共進化は同義
となる。
筆者はビジネス立地の構成要素が重層的に進化する一方，企業活動もビジネ
ス立地および技術環境と共進化し，国際ビジネスが進展してきたと考える。上
の図を参照されたい。制度資本と関係資本が共進化し，（制度資本と関係資本に
よって構成される）ビジネス制度と立地資産も共進化し，（ビジネス制度と立地
国際ビジネスの進化と本論文の構成
出所：筆者作成。
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３
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資産によって構成される）ビジネス立地が進化する。ビジネス立地（マクロ）
と企業活動（ミクロ）の共進化は，FL フレームワーク（Firm と Location の
頭文字を用いた筆者提案のフレームワーク）が強調する点であるが，それに運
輸・通信技術の進化（メゾ）が加わり，共進化してきたのが国際ビジネスと考
える。国際ビジネス理論もまた，そうした国際ビジネスの進化を受け，発展し
てきた。本論文は第１部でロシアのビジネス立地の進化を取り上げ，第２部は
ビジネス立地と企業活動の進化を踏まえて，国際ビジネス理論の再検討を行う。
第３部はロシアの事例に基づき，国際ビジネスの進化について検討する。
第三の目的は国際ビジネスの新しいフレームワークを探索し，提案すること
である。多国籍企業や国際経営に関する理論研究は，国際ビジネス研究が本格
化して 50 年，さまざまな関心領域に対して，それぞれのアプローチから意義
深い提案を行ってきた。しかし，残念ながら，今のところ，合意された国際ビ
ジネスの一般理論は存在しない。国際ビジネスの領域の広さと複雑性，そして
何よりも変化が激しく，それらを超越するようなグランドデザインが描きにく
いことも一因である。ロシア市場における企業活動の観察者として，新興市場
における国際ビジネスをモチーフに，包括的で柔軟性に富むフレームワーク作
りにチャレンジしたい。
第四の目的はビジネス立地ロシアの本質を押さえ，新しい国際ビジネスのフ
レームワークに基づいて，事例研究を行うことである。国際化を進めるロシア
企業，ロシアの立地資産にアクセスする外国企業，ロシアの制度やビジネス慣
行に戸惑う外国企業の事例研究を通して，ビジネス立地ロシアへの理解を深め
ると同時に，国際ビジネスのフレームワークの精緻化に努める。また，そうし
た分析によって，企業の経営者や産業政策の立案者へのインプリケーションを
提示する。
本論文は定量分析に基づくものではなく，事例研究などの定性的研究による
ものである。仮説検証型は定量分析によりなじむアプローチと一般にいわれる。
しかし，事前に仮説を設定し，それを検証しながら，結論を導き出す進め方に
それほど大きな差異はない。また，問題意識と研究目的を踏まえ，どのように
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議論を進めるか，本論文の構造がどのようなものかを示すうえでも，有意義と
考える。以下で，大きく 2 つの仮説と計 7 つのサブ仮説を提示する。
仮説 1．ロシアはビジネス立地としての条件を満たすようになった。
(1)経済成長によって，潜在的だったロシアの立地資産の価値が表面化した。
(2)ロシアのビジネス制度の多くは歴史的，文化的に形成された。
(3)ビジネス制度は閉じた環境ではなく，他者との接触の多い，開放的な環
境で急速に進化する。
仮説 2．国際ビジネスはビジネス立地と企業活動の共進化の過程で進展する。
(1)ロシア企業は本国の立地資産にアクセスし，利用するなかで経営資源を
蓄積し，外国市場への参入を図る。
(2)外国企業は進出国の立地資産の利用を通じて，競争力を向上させる。
(3)外国企業は進出国のビジネス制度への対応によって，参入コストの負担
を節約したり，知識を蓄積したりして，競争優位を構築できる。
(4)本国企業と外国企業の活動によって，立地資産の質的向上が図られる。
仮説 1 はロシア経済の回復，ビジネス活動の活発化という現状を踏まえ，特
殊と思われがちなロシアに大きな変化が訪れているとの推論から設定した。天
然資源の賦存，1 億 4,200 万人の市場，科学技術分野の人材など，ロシアの立
地資産に大きな変化はないが，21 世紀に入り，それらがクローズアップされる
ようになった。外部環境の変化も大きいが，経済成長の果たした役割も大きい
ように思われる。すべての国の制度は歴史的，文化的に形成されるが，長く続
いた帝政と完成度の高かった社会主義の遺産がロシアについては大きく影響し
ているのではないか。閉じた社会から開放的な環境のなか外国企業や外国人と
の接触の機会が急増した。エージェント・ベースト・モデル（コンピュータ・
シミュレーション）や実験社会学によるさまざまな研究を踏まえ，そうした環
境変化がビジネス制度の急速な進化を促したのではないかと考えた。
仮説 2 は国際ビジネスの研究者にとっては常識的であり，仮説として取り上
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げるに足らないと考えるかも知れない。しかし，新興市場における国際ビジネ
スの展開をモチーフにすれば，企業が新興市場の何に着目し，市場参入によっ
て何を得るのかは本質的な問いである。同時に，新興市場においては，対応が
より難しいビジネス制度をどのように捉えるのかは，先進国でのビジネスを前
提とする議論ではあまり注意を払われない。一見常識的と思われる，ビジネス
立地と企業活動の関係を仮説として設定し，議論する中で国際ビジネスの新た
なフレームワークについての検討が深まると考えた。
この論文は３部構成になっている。第１部は「ロシアのビジネス環境」をテ
ーマに，ビジネス立地としてのロシアを多面的に理解し，新興市場としての光
の当たる面と陰となる要因を明確にする。ロシアについての理解を深めるため
には，単なる現状把握に留まらず，歴史的，文化的，そして他国との比較を併
用し，立体的に捉える必要がある。そうすることで今日の変化の本質に迫るこ
とが重要である。
第１章の「ビジネス立地としての魅力」では，ロシアのビジネス立地として
の魅力を多面的に解明する。苦難の 1990 年代を経て，2000 年代に入り，政治
が安定し，経済も急回復した要因を主に統計指標によりながら明らかにする。
そして，直接投資のデータから，外国企業がロシア市場をどのように評価して
いるのかを確認し，なぜ欧州企業は当初からロシアで積極的な企業活動を行い，
日本はできなかったのかを示す。また，主な参入企業のロシアでの活動を紹介
し，最後に社会主義体制が現在に残したもののなかから，正の遺産と思われる
基礎教育，専門教育，社会インフラ，芸術・スポーツの振興について紹介する。
ロシアは政治的，社会的，文化的に再検討することが重要で，そうすることに
よって，ロシア市場の実体と現在の経済情勢，将来への展望もより正確につか
むことができる。ロシアを単なる販売市場と捉えるのは不適切であり，ロシア
に真正面から相対することで，これまでとは異なるアプローチでビジネスを創
造できる。その探求には迂遠に見えても，ビジネス立地としてのロシアの本質
に迫る努力が必須で，それが出発点となる。
第２章の「ビジネス制度と取引コスト」は，ロシアでビジネス活動を行うう
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えで留意しなければビジネス制度の特徴について議論する。ロシアでのビジネ
スチャンスを具現化するためには，制度資本と関係資本に起因する取引コスト
を負担しなければならない。取引コストがどのくらいのレベルか，どのように
すれば負担を軽減できるのかは，実務家にとっても喫緊の課題である。未熟な
ビジネス制度によって多くの問題が発生した 1990 年代に焦点を当て，文化的
背景にも言及する。まずは，世界がロシア市場をどのように見ているのか，各
種のガバナンス指標を紹介し，他国との比較を試みる。そして，ロシアのビジ
ネス制度にどのような問題があったのかについて，主に制度的側面（制度資本）
と社会の性格（関係資本）の両面から検討する。また，機会主義をキイワード
に，1990 年代に多発した企業の所有権に係わる外国企業とロシア企業の紛争の
発生メカニズムを議論する。最後に，中国とイスラーム社会，それに日本との
比較を通じて，歴史的，文化的なロシアのビジネス制度の特色を指摘する。大
きく進化しているとはいえ，ロシアのビジネス制度には多くの問題点が残され
ている。それらは外国企業にとってはもちろんのこと，ロシア企業にとっても
効率的なビジネス活動を行ううえでの障害になっている。外国企業にとって，
販売会社の設立は投資額もそれほど大きくないが，工場建設のように多額の投
資を必要とする案件ではサンクコストが多大である。ロシアへの生産投資が進
まない一因といえる。
第３章の「社会主義の負の遺産」では，まず社会主義経済をシステムとして
理解したうえで，部分的な修正によって社会主義を存続させることが不可能で
あったことを確認する。社会主義経済システムの構成要素は，そのほとんどが
すでに存在しない。ただし，いくつかの点で，市場経済への移行を困難にする
要素も残されている。第一は法制度の構築と進化であり，法律に対する為政者
および国民の意識に落差があり，必要とされる法律の種類も異なるため，法律
の整備に多大な時間を要する。第二は社会の性格と高コスト経済の問題である。
第三は，サービス産業は経済発展に伴って成長するが，経済的に発展した社会
主義国は存在しなかった。さらに，社会主義システムがサービスの意義を否定
したこともあり，移行経済国のサービス産業はごく初期的なレベルにあり，ほ
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とんど一からの出発といってもよかった。第四は異質な銀行システムからの転
換ゆえ，銀行は本来担うべき機能を未だ十分果たしておらず，ロシア経済の持
続的発展の障害になっている。市場経済化によって，経済システムの構成要素
に大差はなくなっているが，これらの社会主義の負の遺産によって，ロシア市
場の取引コストは極めて高いレベルにある。
第４章の「ビジネス制度の進化」は，大きな進展が期待できないと思われた
ロシアのビジネス制度も 2000 年代に入り，ゆっくりとした歩みながら着実に
好転していることを示す。政治および裁判制度とその運用などの制度資本は，
まだまだ不十分ながら，短期間で急速に整備が進んだ。ロシア社会に対するロ
シア人の見方も好意的になり，外国企業に対する見方や接し方も大きく変化し
ている。多数の外国企業が進出するロシア市場でビジネス制度に起因する紛争
や問題はそれほど発生しなくなった。外国企業も，ロシアの政治，経済，文化，
ビジネス慣行を十分理解し，必要に応じて社外にネットワークを形成するなど，
能動的に取り組むことが重要である。ロシアのビジネス制度は進化の途上にあ
るが，ロシア社会の成熟化に向けた動きも明らかになった。まだまだ，市民社
会には程遠いが，帝政ロシアと社会主義ロシアの没個性の社会から個人が自己
主張し，自立する個人によって形成される社会に向けてスタートを切ったとこ
ろである。社会の解放によって不特定多数の個人や組織の接触回数が爆発的に
増加したことのインパクトは甚大である。自由社会への第一歩は政治によって
実現するが，市場機能によってもたらされるエージェント間の接触回数の増加
は，その自由社会を後戻りできないものにする。市場の導入は社会の進化に多
大な貢献をなしたのである。
第２部は「国際ビジネス理論の再検討」をテーマに新たな国際ビジネスのフ
レームワークを提案する。新興市場における国際ビジネスを包括的に取り込み，
かつ世界経済と国際ビジネスのダイナミズムを再現できるフレームワーク作り
を目指す。
第５章の「国際ビジネス理論再考」は，ビジネス立地と企業活動の共進化を
縦糸に，各時期のビジネス動向を横糸にして，国際ビジネスの理論研究をレビ
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ューする。これらの理論は，ある時期，ある地域，ある側面からの考察に基づ
いているため，代替的ではなく，補完的であり，共有資産と捉えるべきである。
現時点で複雑多岐な国際ビジネスを包括的に議論するフレームワークは存在し
ない。国際ビジネスの進化に伴って，理論自体も共進化し得る柔軟性をもって
いることが大切である。
第６章の「折衷パラダイム再考」は，ダニングの折衷パラダイムとは何か，
どのような進化をたどったのか，そして新興市場ビジネスへの適用は可能なの
かについて論考する。確かに包括的であり，射程も長く，柔軟性に優れたパラ
ダイムであり，無理をすれば利用可能に思われるかも知れない。しかし，ビジ
ネス立地と企業活動の進化に焦点を当て，現在の国際ビジネス活動をわかりや
すく，正確に理解するには難がある。国際生産の説明理論という，当初の枠を
外し，現状に合致するフレームワークと構成要素の再考が必要である。国際ビ
ジネスの諸活動のすべてを包み込もうとする，ダニングの基本姿勢と折衷パラ
ダイムの柔軟性に学びつつ，パラダイムの構造を大きく見直し，構成要素を今
日のビジネス活動に適合するように組み換えるべきである。
第７章の「FL フレームワークの提案」では，企業関連変数 (FRV: Firm Related
Variables)と立地関連変数 (LRV: Location Related Variables)の 2 つの変数が
相互に影響をおよぼし合いながら，国際ビジネスも進化し，それが企業の経営
成果とビジネス立地の競争力につながることを示す。直接的には，既存の経営
資源 (MR: Managerial Resources)と社外のネットワークへのアクセス (EN:
External Networks) ， そ し て 拡 大 再 生 産 を 可 能 に す る 組 織 文 化 (OC:
Organizational Culture)によって構成される企業関連変数が経営成果を規定
する。しかし，企業は単独で存在するわけではなく，さまざまな立地で事業活
動を行うのであり，立地関連変数も間接的に経営成果を規定する。本国，ホス
ト国，場合によっては第三国の資産 (LA: Location Assets)にアクセスし，自社
の経営資源として利用したり，ビジネス制度 (BI: Business Institutions)への対
応によって，取引コストを節約したり，あるいはさまざまな制度を自社に有利
に活用することによって，競争優位の獲得につなげることが可能である。立地
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資産を有効に活用できるかどうかが，組織能力などの経営資源に依存すること
はいうまでもない。このフレームワークを提示する意図は，国際ビジネスをで
きる限り包括的に理解することであり，2 つの変数の構成要素とその関係を整
理することによって，国際ビジネス活動に対する理解を深めることができるか
らである。
競争優位にある企業がある市場で事業を展開することは，単に雇用や納税だ
けではなく，知識，技術のスピルオーバー，関連企業の集積，さらには同一産
業のクラスター化など，立地の資産価値を高める。同様に，経済活動が活発化
する過程で，非合理的な法律や規則，ビジネス慣行などへの強い是正圧力が発
生する（マクロ・ミクロループ）。ビジネス制度が急速に進化するためには，さ
まざまな圧力が必要である。企業は自社の活動の自由度を高めるために，ビジ
ネス制度の合理化のための働きかけを行う。企業活動は立地資産のみならず，
ビジネス制度の進化を促すことによって，ビジネス立地の競争力向上に貢献す
る。このように，ビジネス立地と企業活動がそれぞれ進化し，相互に影響をお
よぼし合いながら，国際ビジネスも進展するというのが，FL フレームワーク
の中心概念である。
第３部は，第１部で検討するロシア経済と社会の現状とその背景，ビジネス
活動とそれを規定する要因を踏まえ，第２部で提案する FL フレームワークに
従って，「事例研究」を行う。ビジネス立地と企業活動ぞれぞれの進化はどのよ
うなものか，企業はビジネス立地としてのロシアから何を得て，ロシアは企業
活動が活発化するに従って，ビジネス立地としての性格をどのように変化させ
ているのかを明らかにする。
第８章の「ロシア企業による立地資産利用の事例」は，本国の立地資産であ
る天然資源，要素市場，販売市場，それに人的資源と科学技術資源にアクセス
し，活用することによって，自社の経営資源を拡充し，新たな組織文化を形成
し，国際化するロシア企業について検討する。こうした本国企業の活動は当該
企業に留まらず，ロシアの立地資産の価値を高め，ビジネス制度の健全化を促
している。なかでもソフトウエア会社と X5 リーテルグループの事例は，競争
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的環境のなか，顧客や市場と対話するなかで，自社の経営資源の厚みを増そう
とする，優れた組織文化を持つ企業が育っていることを示している。短期間に
もかかわらず，市場経済に適合する新たな産業とその担い手が誕生したのであ
る。
第９章の「ロシアの立地資産を活用する外国企業」は，外国企業がロシアの
立地資産にアクセスし，自社の経営資源の積み増しに成功し，競争優位につな
げている事例を取り上げる。規模が大きく，成長著しいロシアの販売市場での
拡販を目指すというのは当たり前であるが，販売活動を本格化しようとすれば，
メーカーであれば現地生産も検討しなければならない。技術資源にアクセスし，
自社に取り込むためには，組織のあり方，仕事の進め方，研究目的など，現地
に深く入り込んだ取り組みが求められる。本社スタンダードと現地適応をどの
ように線引きするか，あるいは融合するか，そして事業の進展に伴った見直し
をどのように進めるかを慎重に見極めなければならない。また，そうした外国
企業の活動がビジネス立地としてのロシアの立地資産の魅力を高め，なおかつ
ビジネス制度の合理化を促していることも明らかになる。
これらの事例で特に興味深いことはロシアが単なる販売市場でも，低コスト
の汎用製品の生産地でもなく，世界レベルの科学技術や人材が存在することで
ある。それらを探索し，アクセスし，自社に取り込むことができるかどうかが
重要である。そのためには仕事の進め方を見直す必要がある。ロシアにおける
国際ビジネス活動を観察し，検討した結果得られるインプリケーションの 1 つ
は，新興市場に謙虚に学ぶ姿勢を持つことの重要性である。また，自社の技術
や事業をバランス良く評価することも必要である。「新結合」を実現し，イノベ
ーションにつなげるシーズが新興市場に眠っている。
第１０章の「ビジネス制度への対応事例」は，ロシアのビジネス制度に係わ
る事件や企業の対応に関する事例を取り上げる。未成熟なビジネス制度に翻弄
される企業，巧妙なビジネスモデルによって紛争を回避した企業の取り組みを
紹介し，議論する。ビジネス制度に係わる紛争は先進国では予想もできない事
態で，外国企業にとっては大きな障害となり，経営上の影響も甚大である。他
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方，ロシア政府や政策責任者にとっても，ビジネス制度の弱みは経済活動を活
性化させる上の足かせであり，合理化が不可欠な喫緊の課題である。これらを
企業活動とロシアのビジネス制度の共進化過程と捉え，事例研究に基づく分析
を通じて新興市場ビジネス研究と企業活動へのインプリケーションを提示する。
本論文の検討結果を踏まえ， 2 つの仮説と 7 つのサブ仮説に対する評価とコ
メントを下記する。仮説 1 は，ロシアはビジネス立地としての条件を満たすよ
うになった，というものである。1990 年代のロシアは政治的にも，経済的にも，
社会的にも破綻状態で，まともなビジネスを行い得る立地とは考えられなかっ
た。カオスという言葉がぴったりで，ビジネスを立ち上げ，事業を営むための
ルールが存在しなかったといっても過言ではない。しかし，本論文で議論する
ように，2000 年代に入ると外国企業の参入が増え，ロシア企業のなかには本国
市場の立地資産を利用し，蓄積した自社の経営資源をバネに多国籍化に踏み出
す企業も出てきた。政府の産業政策が示され，ビジネスを規定する法体系もよ
うやく出揃い，ある一定の範囲を踏み出さなければ，大きな問題もなく，ビジ
ネスに従事できるようになった。
仮説 1(1)は，経済成長によって，潜在的だったロシアの立地資産の価値が表
面化した，というものである。経済成長によって，販売市場に期待が集まり，
外国企業を惹きつけるようになった。ロシア経済を牽引する天然資源の多くは，
外国企業が直接アクセスすることは難しいが，天然資源産業の支援活動に従事
する外国企業の参入を促した。ロシア経済が活況を呈し始めると，ロシアの専
門職人材や科学技術の研究資源にアクセスしようとする外国企業も現れるよう
になった。ロシアの立地資産を利用するのはロシア企業のみならず，外国企業
も同様である。このように，経済成長によって，企業活動が拡大深化し，その
過程でそれまで潜在的だったロシアの立地資産にも光が当てられるようになっ
た。企業活動と立地資産が共進化し，ロシアの立地資産の価値を表面化するよ
うになったのである。
仮説 1(2)は，ロシアのビジネス制度の多くは，歴史的，文化的に形成された，
というものである。現代社会と前近代社会の二分法では，ロシアは多くの新興
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市場と同様に後者に分類される。また，ロシアは封建社会や商人社会に不可欠
の契約概念に乏しく，約 100 年前まで絶対王政が続き，資本主義をほとんど経
験せずにきた。市場経済を否定する社会主義の政治経済体制の影響も甚大であ
った。中国やその他の新興市場と比較しても，ロシアのビジネス制度は極めて
特異である。こうした背景を理解することは，ロシアビジネスを知るうえで重
要である。
仮説 1(3)は，ビジネス制度は閉じた環境ではなく，他者との接触の多い，開
放的な環境で急速に進化する，というものである。ロシアのビジネス制度が大
きく前進していることは本論文の記述からも明らかである。露出度が高く，標
的になりやすい「うどんやさん」は，案の定マフィアや行政機関からのアプロ
ーチがあったが，「公式な対応」で対処可能であった。この事例はビジネス制度
が 1990 年代とは様変わりしていることを示す好例である。法律などの制度資
本の整備は短期間に進展した。ロシア人自身がロシア社会を普通の社会と見る
ようになり，街の安全性についても広く認識されるようになった。関係資本は
認識に係わるものであるから，一般に進化には長い時間を要する。しかし，コ
ンピュータ・シミュレーションや実験社会学の研究成果が示唆するように，エ
ージェント間の接触回数が多ければ，進化の時間を節約できる。ロシアは市場
経済化と開放的な社会への移行によって，エージェント間の接触回数が急速に
高まり，関係資本も急速に進化した。
仮説 2 は，国際ビジネスは，ビジネス立地と企業活動の共進化の過程で進展
する，というものである。第３部の事例研究が示すように，ロシアにおける企
業活動も，ビジネス立地もそれぞれ進化している。企業はロシアの立地資産を
利用し，自社の競争優位につなげるべく，事業活動を行い，その結果，ビジネ
ス立地ロシアの魅力が明らかになり，立地の競争力に高まっている。
仮説 2(1)は，ロシア企業は本国の立地資産にアクセスし，利用するなかで経
営資源を蓄積し，外国市場への参入を図る，というものである。ソフトウエア
会社は，欧米並みの能力を持ったロシアのソフトウエア技術者をロシアのコス
トで雇用し，優れたサービスを提供してきた。ロシア企業や欧米に本社をおく
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ロシア人経営の企業のみならず，欧米の多国籍企業もロシアの優れた技術系人
材の能力を活用するようになった。X5 リーテルグループは，外国企業が立ち上
げた近代的で大規模な小売業態で，外国企業から学習することによって小売ト
ップ企業になった。これらのロシア企業は，本国の立地資産にアクセスし，利
用する過程で，自社の経営資源を積み増したり，社外のネットワークにアクセ
スしたり，さらには組織文化と企業の行動パタンに刺激を受けたりすることで
競争力を向上させた事例である。
仮説 2(2)は，外国企業は進出国の立地資産の利用を通じて，競争力を向上さ
せる，というものである。味の素は世界レベルの研究開発能力を取り込むこと
に成功した。東芝は，ロシア企業との提携によって，フルラインの原子力発電
企業になる足がかりを手に入れた。タイヤ会社は各社各様ながら，成長するロ
シアのタイヤ市場にアプローチしている。 IKEA は急成長する消費市場のみな
らず，木材製品の生産を行うなど，ロシアの立地資産へのアクセスを強めてい
る。「うどんやさん」は，外食市場に新たなセグメントを開発することで市場参
入に成功した。このように，外国企業もロシアの立地資産にアクセスし，利用
する過程で，経営資源の上積みに成功したり，新たなネットワークにアクセス
したりと競争力を向上させている。
仮説 2(3)は，外国企業は進出国のビジネス制度への対応によって，参入コス
トの負担を節約したり，知識を蓄積したりして，競争優位を構築できる，とい
うものである。サンタリゾートの事例は，1990 年代のロシアのような，ビジネ
ス環境が整わない状況下のビジネスがいかに難しいかを教えてくれた。国際ビ
ジネスにおける立地と時期の選択は極めて重要である。この事件を受けて，大
陸貿易は日本政府を通じてロシア政府に強力な働きかけを行うとともに，仲裁
裁判所で争い，ほぼ勝訴しながらも，結果的に和解せざるを得なかった。ロシ
アにとっては，制度資本の整備を加速するきっかけとなった重要な事件である。
サハリン II プロジェクトは政府の政策が優先する分野があることを明示し，警
告を発した形になったが，株式の譲渡はビジネスライクに合理的に進んだ。ピ
ートモス事業は，ビジネス制度が整わなくとも，巧妙なビジネスモデルが構築
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できれば，円滑な事業運営が可能なことを示した。みちのく銀行の事例は，ビ
ジネス環境に不確実性が存在する市場への進出のためには，経営者の強力なリ
ーダーシップが不可欠なことを示した。これらの事例に共通する教訓は，ビジ
ネス制度への対応はコストであるとともに，競争優位にもなり得るというもの
である。ビジネス立地との対話は，経営資源を蓄積したり，組織の運営，仕事
の進め方を見直したりするきっかけになるのである。
仮説 2(4)は，本国企業と外国企業の活動によって，立地資産の質的向上が図
られる，というものである。ロシアの販売市場は規模の拡大のみならず，購買
力の向上によって，市場特性が進化し，企業にとっては魅力的な市場資産を提
供する国になった。ある種の人間の能力には限界がないため，人的資源は使い
減りするのではなく，利用とともに能力開発が図られる場合が多い。企業活動
も同様で，活性化に伴って，生産性の向上，生産する付加価値のレベル向上が
図られる。こうした企業活動は当該ビジネス立地の構成要素であるため，立地
資産の質的向上に直結するのである。
最後に，本論文の考察を踏まえ，強調しておきたいこと，および今後の研究
課題を 3 点示す。第一はビジネス立地の重要性である。本論文で議論するよう
に，ビジネス立地は企業活動に多くの貴重な経営資源をもたらす。しかし，新
興市場の登場とグローバル化の進展によって，どちらかといえば，立地が企業
を選ぶのではなく，企業が立地を選択する場合が多くなっている。企業活動に
よって，雇用が創出され，経済活動の規模拡大と高度化が図られるのであり，
企業の誘致は経済政策の中心となる。市場経済化の進展にもかかわらず，ある
いはそれゆえにますます政府の役割，政策の重要性が高まっている。国際ビジ
ネス論における立地論の検討は特に重要であり，実証研究を通じてさらに深め
る必要がある。
第二は新興市場におけるビジネス活動のカギ概念の 1 つはビジネス制度であ
り，それはかなりの速さで進化するということである。当然のことながら，ビ
ジネス制度は企業の戦略と組織に大きな影響をおよぼす。もちろん，企業活動
がビジネス制度の進化を促進するという逆の働きもある。企業活動とビジネス
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制度は双方に影響をおよぼし合い，かなりに速さで共進化する。ビジネスと制
度のダイナミズムに着目し，さらに研究を進めなければならない。
第三は新興市場が世界経済の周辺から中心の 1 つとなり，国際ビジネス研究
にパラダイムシフトを迫るとともに，国際ビジネスは新たな時代を迎えている。
より具体的には，新興市場に眠る経営資源となり得る立地資産の活用と新興多
国籍企業に関する研究を進めることで，国際ビジネス研究の新たな知見を探索
することが重要である。そのためには，これまで以上に，企業組織に入り込ん
だ，ミクロレベルの研究が求められる。そうした研究を積み重ねるなかで，新
興市場ビジネスの本質に切り込んでいく必要がある。
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